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フランスとハーモニズム

ハーモニストの視点から見たフランスという文明。その構造は「調和の建築（生命の樹）」によって組織化されており、中心には「Dharma（生命の源）」が位置し、11の柱――エコロジー、健康、親族関係、スチュワードシップ、金融、ガバナンス、防衛、教育、科学技術、コミュニケーション、文化――が診断と回復のための構造的枠組みとして機能している。関連リンク：調和の建築, 調和実在論, 宗教と調和主義, 魂の五つの地図, 導師と案内人, 精神的な危機, 西部の空洞化, 自由主義と調和主義, 唯物論と調和論, ポスト構造主義と調和主義.




ドゥルース・フランス

この国が自らに与えた最も古い俗称は、『ローランの歌』に登場する。この作品は1100年頃にオックスフォードのアンジュー＝ノルマン語写本に記されたもので、ロンセヴォーの戦場で死を目前にしたローランが、最後に一度だけ顔を「ドゥルース・フランス」の方へと向ける場面がある。この一節は、詩全体を通して連祷のように繰り返される。 それは、死にゆく騎士が故郷を指して用いる言葉であり、他の言語で家を指す言葉が使われるのと同じようなものだ。この形容詞は的確である。Doulceはラテン語のdulcis ——甘美、穏やか、柔和——に由来し、この語は味覚の性質というよりは、存在の質を指し示している。フランスが建国の叙事詩において自らを「ドゥルース」と名乗ったのは、日本が自らを「和」と名乗ったのと同じ構造的な理由による。それは自慢ではなく、存在論的な自己認識としてである。この文明は、自らを「世界における在り方」の特異な調性、すなわち大聖堂の建築から食事の構成、さらには文のリズムに至るまであらゆるものを統括する「フィネス（洗練）」、「メズール（節度）」、 ドゥースールの様相として自らを捉え、大聖堂の建築から食事の構成、さらには文のリズムに至るまで、あらゆるものを整えていた。

この自己理解を体現する継続的な儀式こそが、日々のレパ——村のビストロから食卓に至るまで実践される、構造化されたフランスの食事であり、2010年にユネスコによってLe Repas Gastronomique des Français（フランスの美食の食事）として認定されたものである。その形式は厳格である：アペリティフ、 エントレ、プラ、チーズ、デザート、コーヒー。座って、ゆっくりと、会話と共に——その会話自体が食事の一部であり、最低1時間、しばしば2時間も続く。子供たちは幼い頃から、カウンターに立ってはいけないこと、パンは切るのではなく手でちぎること、全員に料理が配られるまで待つこと、会話は食卓に属することを教え込まれる。 この食事は小さなdouceur（優美さ）である――『ローランの歌』が名付けた文明のテロス（目的）を映し出す日々の小宇宙だ。

調和主義は、この自己命名こそが、文明の正確な自己理解であると捉えている。Douceurとは、ジェスチャーという次元で作用するLogos（神聖な秩序）が生きた証である――形が実体に忠実であり続けるための優しさとして、この世界に現れる宇宙的秩序である。フランスは、世俗化された政治的表層の下に、 近代において最も明瞭なカトリック・修道院・神秘主義の基盤、いかなる産業社会も保持する中で最も完全な「テロワール」食文化、そしてパスカルからメーヌ・ド・ビラン、ベルクソン、ヴェイユ、マルセル、 アンリ、マリオンへと続く哲学的・神秘的な系譜——これは西洋の伝統が生み出した「Logos（内なる生）」に対する、最も深く持続的な認識の一つである。『調和の建築』を通じてフランスを読み解くことは、並外れた深みを持つ基盤、その基盤が正直には支持し得ない表層の配置、そして文明自体が産み出しながらも現在その認識を拒んでいる資源を通る回復の道筋を明らかにする。





生ける基盤

五つの認識が、フランスが構造的なレベルで保存しているものを名指しする。それぞれに独自の限定条件が伴う。なぜなら、基盤の継続する制度的事実と、生きた大多数の状況とはもはや一致しておらず、その間の隔たり自体が診断的要素となっているからである。

生ける制度的事実としてのカトリック・修道院・神秘主義の基盤。 フランスが生み出し、保存してきた瞑想的建築は、西洋において比類のないものである。910年に創立され、中世ラテン・キリスト教世界の母体となったクリュニー；ベルナールによるシトー会改革とシトー会――その『Dediligendo Deo』は、今日でも本格的な瞑想的養成における実践的テキストとして機能している；1084年に創立され、9世紀にわたり絶え間なくカルトゥジオ会の沈黙が保たれてきたラ・グラン・シャルトルーズ； リジューのテレーズによる『魂の物語』と彼女の「小さな道」を通じたカルメル会改革は、アブラハムの系譜が生み出した「肯定の道（via positiva）」の最も的確な表現の一つである；革命によって抹消されかけたグレゴリオ聖歌の伝統を復興させたソレム；古来のラテン典礼を守り続けるル・バルーとフォンゴンボー；そして、公会議後の黙想的復興を牽引するサン＝ジャン共同体とベアティテュード共同体 が、公会議後の黙想的復興を担う。その周囲には：パスカルの『パンセ』、内面的生理学を論じたメーヌ・ド・ビランの『内面日記』、ベルクソンの『道徳と宗教の二つの源泉』、シモーヌ・ヴェイユの『重力と恩寵』および『『神への待ち望み』、ガブリエル・マルセルの『形而上学的日記』、ミシェル・アンリの『真実とは私である』――6世紀にわたる哲学的・神秘的な言説が、同じ平易な言葉で展開され、黙想修道会が沈黙の中で耕すのと同じ領域に向き合っている。率直な評価は痛烈だ。フランスにおける生きたカトリック信仰は、人口規模で崩壊した。 毎週のミサ出席率は5％前後で推移し、聖職志願者は低迷期から回復したものの、1960年代以前の水準のほんの一部に留まり、 大半の大聖堂は主に観光地として機能しており、2019年4月のノートルダム大聖堂火災は、その基盤が認識したであろう「秘跡的出来事」としてではなく、「文化遺産的出来事」として文化的に処理された。制度的基盤はソレム、ル・バルー、カルトゥジオ会の修道院といったレベルでは生き続けているが、空っぽの教区を通り過ぎる人々は、それらの制度が守り続けているものには参加していない。

「テロワール」としての生きた宇宙論的実践。 原産地呼称統制（AOC）制度（1935年よりワインを対象とし、後にチーズやその他の製品へ拡大）、約1,200種類の認定チーズからなるネットワーク、50平方メートルの区画に名付けられ、数世紀にわたり独自のアイデンティティを保持するブルゴーニュのクリマ（ユネスコ2015年登録）というワインの構造、ブーランジェリー・シャルキュトリー・フロマジェリー・カーヴという近隣の四角形、約1万の現役市場で営まれるマルシェの伝統、規制の下で小麦粉、水、塩、酵母から焼き上げられる日々のバゲット・トラディション・フランセーズ——これらすべてが合わさって、いかなる産業社会においても現存する「食としての宇宙論」の最も完全な表現を構成している。 この認識は構造的なものである。ワインがクリマから、チーズがテロワールから、シャルキュトリーがレジョンから来ているという事実は、単なるマーケティング上の飾りではなく、存在論的な主張なのである――食そのものがその場所を宿しているのだ。ただし率直に言えば、産業化の浸透は急速に進んでいる。マクドナルドは1,500店舗以上を展開し、ブーランジェリー・ルイーズのネットワークに次ぐ第2位のレストランチェーンとなっている。大型スーパーマーケットチェーン（カルフール、ルクレール、 アンテルマルシェ、オーシャン）が食品小売市場の約70％を支配している。AOC制度そのものも、その起源である小規模生産者に対して「テロワール」という語彙を駆使する産業プレイヤーによって、ますます掌握されつつある。 2024年の「農民危機」における高速道路封鎖は、欧州の通商政策とスーパーマーケットの購買力の下で、小規模な「ペイザン」経済が構造的に崩壊している実態を露呈した。また、1ヘクタール当たりの農薬使用量は欧州でも最高水準にある。その基盤は制度的に保護されつつも、実質的には同時に侵食されつつある。

市民社会の構成要素としての知的・哲学的伝統。 フランスは4世紀にわたり、市民社会の構成要素としての「知識人」という存在を生み出し、維持してきた――ヴォルテールの『哲学書簡』、第二帝政に対するユーゴの亡命、ゾラの『私は告発する』、ペギーの『カイエ・ド・ラ・カンザン』。その周囲には、1635年創設のアカデミー・フランセーズ、実力主義に基づくグランゼコール制度、 毎年文学的評価を組織するゴンクール賞、市民的インフラとしての独立書店ネットワーク。率直な評価は厳しい。1968年以降の知識人伝統は、その診断能力が最も必要とされた歴史的瞬間に、ポストモダンの自己解体へと崩壊した。現代のフランス学界は、英米式のアイデンティティ論的枠組み（「脱植民地主義」、「交差性」など）に実質的に乗っ取られ に実質的に乗っ取られている。2010年代を通じて丸ごと輸入されたこれらの枠組みは、土着の批判的伝統を拡張するどころか、それを置き換えてしまった。公共知識人の姿は「エディトリアルリスト」に取って代わられ、「グランゼコール」制度は世襲的なテクノクラシーへと硬化し、ポリテクニークやノルマル・シュペリウールの学生の約70％が世帯所得上位10％の家庭出身であり、閣僚人事も同様のフィルターを通している。 かつてパスカルやヴェイルを輩出した伝統は、今や「ガバナンス」や「レジリエンス」について論説を執筆するENA（国立行政学院）の卒業生を生み出している。ポストモダンの崩壊に関する詳細な考察は、『ポスト構造主義と調和主義』に詳述されている。

村、風景、建築物の地域的・美的基盤。 フランスは、世界で最も精緻に統合された景観と文化の融合を体現している。ラベンダーと樫の木が生い茂るプロヴァンスの「ガリグ」、ノルマンディーの「ボカージュ」、 ブルゴーニュのクロ；ブルターニュのボカージュ・コティエと花崗岩の礼拝堂；オーヴェルニュ高原；ピレネー山脈の谷間；ロワール地方のシャトー地域；アルプスの谷間；コンポステーラ巡礼路（ユネスコ1998年登録）；フランスで最も美しい村ネットワーク；約4,000万5千の記念物と150万棟の建物を規制体制の下で保護する「バティモン・ド・フランス」制度。率直な実情として、過去半世紀にわたり農村部の人口減少は深刻であった。クリストフ・ギユイによる「周辺のフランス（la France périphérique）」の分析は、大都市圏フランス（資本、文化生産、政治権力が集中する地域）と「忘れられたフランス（France des oubliés）」 （サービス縮小、学校や病院の閉鎖、村のカフェ、郵便局、薬局の消滅に直面する小都市や農村の多数派）との間の構造的な分断を描いている。2018年から2019年にかけてのジレ・ジョーヌ（黄色いベスト）運動は、この構造に対する周辺部による明確な反乱であったが、それに対して政治的な対応はなされず、警察力によって鎮圧され、その期間において西ヨーロッパで最悪の抗議活動関連の負傷者を出した。 paysage（風景）は規制上の保護というレベルで存続しているが、それを生み出したpaysannerie（農民社会）は構造的に消滅しつつある。

実質的に生息する形態としての共和制市民的アーキテクチャー。 フランスは、他のどの西欧国家も比類のない密度で運用している共和制の神話詩学を背負っている。構成的な象徴としてのマリアンヌ、毎年の再建を象徴する7月14日、あらゆる市民的行事で歌われるマルセイエーズ、統合のメカニズムとしてのエコール・レピュブリカン、普遍的建築としての社会保障 （1945年）を普遍的枠組みとし、プレフェを国家の地域代表とし、公共サービスを実質的な市民インフラとし、ラシテ（1905年）を信仰と国家の関係を組織する憲法原則とする。構造的診断が最も痛烈に突き刺さるのはこの基盤である。なぜなら、共和制という表層は、その表層が正直に認めることのできない諸体制と共存しているからである。 この「正直な限定」については後述するが、ここで認識すべきは、表面的構造が実質的に依然として機能しているという点である――ほとんどのフランス市民は、République、laïcité、services publicsを依然として「フランス」を構成する要素として認識している――たとえその実務上の現実が、これらの言葉が歴史的に指し示してきたものから乖離していたとしても。

これらは、生きた制度的・文化的形態として機能する、ハーモニズムの文明的「Dharma（優美・精緻・壮大）」の教義との収斂点である。これらの留保は、その収斂点を否定するものではない。それらは、本稿の残りの部分で展開される診断的枠組みそのものである。フランスは、その基盤への依存を正直に認めることのできない表層的な仕組みによって、基盤が積極的に抑圧されている状況下においても、真の基盤の保存を成し遂げている。





中心：Dharma


文明のテロスとしての「優しさ（Douceur）」「繊細さ（Finesse）」「壮大さ（Grandeur）」

パスカルは『パンセ』の断片512において、フランスが目指してきたすべての基盤となる区別、すなわち「幾何学的精神（esprit de géométrie）」と「繊細な精神（esprit de finesse）」を提示している。 幾何学的な精神は、わずかな明確な原理から多くの遠隔的な結論へと推論を進める。一方、フィネスの精神は、いかなる言語化にも先立つ沈黙の中で、多くの微妙な原理を同時に把握し、それらが導くままに従う。 パスカルの主張は、一方が他方より優れているというものではない。フランス文明がその真価を発揮するには両方が必要であり、デカルトの「我思う（je pense）」は「フィネス」の内部で機能するものであり、それなしでは自らの像を生み出すに過ぎない、ということである。フランスが9世紀にわたり自らに名付けた文明のテロス――ロランの『ドゥース・フランス』、旧体制の『ドゥースール・ド・ヴィーヴル』、 共和制の統合における「art de vivre」、ド・ゴールの『回想録』における「grandeur」——は、幾何学的な明晰さと、幾何学的な明晰さだけでは到達し得ない「finesse」との統合である。大聖堂は「finesse」に奉仕する幾何学であり、食事は「douceur」に奉仕する幾何学であり、会話、草原、和音の進行、彫刻が施された石灰岩の柱頭——それぞれが異なるスケールにおける同じ統合なのである。

この調和が生み出す実存的現象は、言語が内包する密接な語群を通じて表現される。「art de vivre」は、日常生活を美的行為へと昇華させる注意の質を指し、「douceur de vivre」 はその芸術の中で生きられる人生の肌触りを指し示す；engagementは、教養ある人が自らの生きる時代に対して責任を持ち続ける倫理的姿勢を指し示す；finesseは、形態を類型に還元することなく、その具体的な個別性において知覚する鑑別眼を指し示す。Repas、promenade、flânerie、causerie、terroir、 vendange — これらはそれぞれ、douceurが一日の中に溶け込む小さな儀式を名指す。これらはいずれも感傷ではない。それぞれが、日常生活の形成を真剣な課題として捉えた文明的規律の残滓である。ハーモニズムが「生きた領域における調和（Dharma）」として明示するものと、ここでの収束は正確である。すなわち、文明は、食事、身振り、会話、場所といった領域に分散しつつ、宇宙の秩序との調和という体感的な現象学を表す語彙を保持してきたのだ。

この「テロス（telos）」が生み出した病理もまた読み取れる。「ドゥースール」が実質的な教養の証であったのに対し、「パフォーマンスとしてのドゥースール」は、それを乱そうとするあらゆる言説に対抗して展開される文化的威信の表層となってしまった。礼儀正しく、流暢で、弁の立つ人物を指す「ボンヌ・エデュカシオン（bonne éducation）」は、構造的批判を吸収し、その批判が着地することを許さない滑らかな会話そのものを指すことにもなる。 Le politiquement correct — アメリカから輸入される以前のフランス独自の表現 — は、同じ流れを指し示している。すなわち、douceurの表層が抑圧の礼儀作法として機能し、構造的事実を名指しすることを丁寧に拒むことである。De・ド・ゴールは『希望の回想録』において、その対案を明確に示した。すなわち、構造的事実を真剣に受け止め、それを回避するパフォーマンスを行うのではなく、その認識に基づいて行動するgrandeurなくして、フランスはフランスであり得ない、と。 douceurが礼儀作法へと退化し、grandeurが行政的な茶番へと退化した現代フランスの状況を、その基盤が名付ける言葉はdécadenceである。すなわち、文明は言葉を記憶しているが、その実体を失ってしまったのである。



土着の調和的リアリズムとしてのカトリックの基盤

『調和主義』は、フランスが保持するカトリックの基盤は、トリエント公会議後の制度的側面ではなく、その神秘的・瞑想的な側面において、土着の調和実在論 ——すなわち、現実があらゆる瞬間に「Logos（調和の知性）」によって支えられているという認識である。これは宇宙に内在する調和の知性であり、ヨハネの福音書の序文において、万物が造られ、万物が保たれている「言葉」として名指されている。カトリック・キリスト教の伝統が「Logos（神の御子）」を三位一体の第二位格として、特定の歴史的瞬間に特定の人格として受肉したものと位置づけることは、宇宙の秩序を人間という存在と具体的な関係の中に置くことになる。 ギリシャの教父たちから、ラテン中世の神秘家たちを経て、カルメル会改革、そしてリジューのテレーズの「小さな道（petite voie）」に至る瞑想的系譜は、人間が「注意（attention）」、 présence、abandon、そしてgrâceを通じて、そのLogosと生きた関係に入る道筋を明示している。この地図学的相互認識は極めて正確である。カトリックのgrâceとヴェーダのṚta、ヘシカストのtheosisとスーフィのfanāʾ、カルメル会のattenteとケロ族のMunay、シトー会のcontemplatioと禅のzazenは、異なる地図的表現を通じて同一の領域を提示している。 その詳細な論考は『魂の五つの地図』に収められているが、フランス特有の認識とは、フランス語を読める者なら誰でも理解できる平易な言葉で、その基盤が制度的・哲学的に継続的に表現されていることである。

20世紀のフランス語において、この認識を最も的確に表現したのはシモーヌ・ヴェイユである。『重力と恩寵（La Pesanteur et la grâce）』は、二つの用語を通じて領域全体を体系化している。すなわち、pesanteur（重力）とは、 魂を萎縮させるものへと堕ちていく自然法、そして魂をその堕落から支える宇宙的介入であるgrâce。L’Enracinementは、この認識を文明の規模へと適用している――文化とは人間の魂が根を下ろす土壌であり、現代の「根無し草化」は政治的状況となる以前に形而上学的な条件であり、回復には実質的な耕作が可能となる条件の実質的な再構築が必要である、と。 『神の待ち望み（Attente de Dieu）』は、魂がgrâceを受け入れられるようになるための特定の姿勢を名付けている。それは受動的なものではなく、最高の注意の形態であるattente（待ち望み）、すなわち意志では成し得ないものが到来することを可能にする方向性である。ヴェイルは、カトリックの基盤をその内部から読み解くと同時に、ギリシャ哲学の伝統、『バガヴァッド・ギーター』、そして道教の『De』も読み解いている ——この異文化間の相互参照による認識は彼女独自のものであり、1940年代初頭、彼女が生き延びることのなかった文明的大惨事を背景に、フランス語で明文化されたものである。

真のカトリックの基盤と、エマニュエル・トッドが「ゾンビ・カトリシズム」と呼んだもの——実質的な実践が後退したにもかかわらず、社会学的には依然として機能しているポスト・カトリック的な文化的残滓——との区別は、フランスと誠実に向き合う上で不可欠である。 ソレム、ラ・グラン・シャルトルーズ、ル・バルー、カルメル会共同体、サン＝ジャン共同体に見られる瞑想的・修道的な系譜は、実質的な実践のレベルにおいて生き続けている。一方、毎週のミサ出席率が2％に過ぎないにもかかわらず、村の行事カレンダーを依然として「守護聖人の祭日（fête patronale）」が支配しているような、ポスト・カトリック的な領域における「ゾンビ・カトリシズム」は、その基盤の残滓を保持しつつも、機能する実質を欠いている。 さらに区別すべきは、カトリックの神秘的・黙想的基盤と、イスラム教徒やアングロ・プログレッシブな「他者」に対する文化的マーカーとして現代の政治的文脈でますます展開される「アイデンティテリアー・カトリシスム」との間にある。この「アイデンティテリアー」 の展開は、基層の表層的な語彙を用いながらも、その神秘的・観想的な内面が容認しない領域から作用している。本稿が論じる「回復」とは、文化的マーカーとしての表層の回復ではなく、深層における基層の回復である。



魂の領域：失われたのではなく、隠されていた基層

フランスの「魂のレジスター」という診断には、特異なパラドックスが内在している。この文明は、西洋において最も洗練された「ヴィア・ポジティヴァ（肯定の道）」的・神秘的・瞑想的構造の一つ（カルメル会、シトー会、カルトゥジオ会、ベネディクト会の系譜、イグナチオの『霊操』、 ベルール、オリエ、ジャン＝ジャック・スランの『霊的指南』に代表される「フランス霊性学派」）を保持している一方で、フランスは世界で最も世俗化が進んだ大国の一つであり、約30％が無神論者と自認し、約35％が名目上のカトリック信者で、積極的な信仰実践を行っていない。制度的なレベルにおいて、霊性の修養の道が消え去ったわけではない。 修道院は機能しており、聖職志願者数は低水準ながら安定して維持され、黙想共同体は伝統を継承している。それらは人々の日常の織り成す文脈からは、実質的に後退してしまった。注目すべきは、魂の領域がどこへ移ったかという点である。フランス映画（ロベール・ブレッソンの『ジャンヌ・ダルクの裁判』、ブルーノ・デュモンの『ハデウィッチ』）、カトリック作家たちの系譜 （ベルナノスの『田舎の司祭の日記』、ペギーの『ジャンヌ・ダルクの慈善の神秘』、クローデルの『正午の分かち合い』）、そして「シャンソン・フランセーズ」の伝統 （ブレル、ブラッサンス、バルバラ）は、現代の文化生産の多くが失ってしまった実存的かつ形而上学的な領域を保持している。魂の知恵は失われてはいない。それは、明示的な宗教的実践から想像的・文化的な領域へと移行し、そこで具現化された伝承というよりは、記憶や指し示すものとして機能している。

『ハーモニズム』が提示するフランスに対する地図学的アプローチは的確である。カトリック的・神秘主義的な基盤は生き続けているが、十分に伝達されていない。 インド、中国、シャーマニズムの地図学は、具現化された微細体の修養（チャクラごとの活性化、Jing - Qi - Shen による精錬、 メディスン・ホイールと四方）の具体化を包含している。これらはフランス・カトリックの伝統が深層で参照している（école françaiseのétats du Verbe incarnéや、ヘシカストからの借用において）ものの、一般信徒がアクセス可能な規模では伝達されていない。この統合はシンクレティズムではない。地図が収束するのは、その領域が一つだからである。導師と案内人 は、その構造的な終着点を明示している。修養の形式は単なる手段であり、その最高の目的は、形式に永遠に固執する者ではなく、直接的な土壌の上に立つ「悟りを開いた実践者」を生み出すことにある。フランスの復興には、その実質的なカトリック・神秘主義的基盤が、本来構造化されていた役割——すなわち、表面的な形式が指し示す修養そのものとなるような、悟りを開いた瞑想者を生み出すこと——を果たすことを許容することが含まれている。






1. 生態学

フランスは、ヨーロッパにおいて最も完全な温帯気候の生態学的基盤の一つを有している。ヴィダル・ド・ラ・ブラシュの『フランス地理概説』（Tableau de la géographie de la France （1903年）において明示された、地域ごとに名付けられた景観の統合体である「ペイサージュ・フランセ」、ボカージュのネットワークシステム、本土領土の約30パーセントを覆い、ヨーロッパで3番目に大きな森林被覆を構成する「フォレ・ドマニアル」、国内の約15パーセントをカバーする58の稼働中の公園からなる「パルク・ナチュレル・レジョナル」、サンティアゴ・デ・コンポステーラ巡礼路の生態系、カマルグやポワトゥー湿原、アルプスやピレネーの自然保護区——は、生物学的および文化・美的基盤を豊かに保持している。「テロワール*」という概念そのものが、生態学的認識である。すなわち、ワイン、チーズ、パンはその土地の生物が製造過程に関与しているからこそ、その土地の特性を宿しているのだ。

現代における断絶は深刻である。工業型農業が小規模な複合農場の形態を徐々に置き換え、1ヘクタール当たりの農薬使用量は欧州でも最高水準にあり、 穀物生産地帯全体で土壌有機物含有量が減少している；1989年から2019年にかけて、農地生息の鳥類個体数が約30％減少するという生物多様性の崩壊が測定された；2003年（約1万5千人の過剰死亡者を出した）、2022年、そして2024年の熱波は、公衆衛生システムが部分的にしか対処できていない気候変動への脆弱性を露呈した； 南部および中部の県における干ばつ状態は構造的なものとなっている。「千頭規模の酪農場」モデルや大規模な工業型酪農・穀物生産が、「小規模農家」の形態を大幅に駆逐した。ロワール川水系のサケの個体数と、大西洋流域全体のウナギの個体数は激減した。「ノートルダム・デ・ランド」空港建設反対運動（2008–2018年、 最終的に中止）は、稀有な民衆・生態学的勝利を刻んだ。しかし、より広範な傾向としては、産業生態学が生態学的基盤に逆行して機能している。

回復への道筋は、フランス自らが生み出したアグロエコロジーの連携を通る。ピエール・ラビの『幸福な質素へ』、彼が創設した「コリブリ」運動、バイオダイナミック農業運動ネットワーク、数百の農場で樹木と作物の混植システムを復活させた「アグロフォレストリー」運動、そして集約的な小規模生態系生産の商業的実現可能性を実証した「ベック・エルーアン」パーマカルチャー・プロジェクトは、いずれも実践的なモデルを提供している。必要な構造改革は具体的である。すなわち、 共通農業政策（CAP）の改革を通じた産業型農業モデルの実質的な解体；スーパーマーケットの購買力に対するpaysan（小規模農家）経済の実質的な保護；Parc naturel régional（地域自然公園）およびNatura 2000ネットワークの実質的な拡大；景観規模でのbocage（木立地帯）ネットワークの実質的な回復；自発的措置ではなく構造的措置による農薬負荷の実質的な削減。





2. 健康

フランスの食システムは、いかなる社会が生み出したものであっても、最も精巧に構築された農業・文化・宇宙論的構造の一つである。 Cuisine régionale（地方料理）は単なるメニューではなく、その土地の宇宙観そのものである。各地域の料理は、その土地の地質、気候、歴史を宿しており、plats（料理名）には、AOC（原産地呼称統制）の規定と同様に厳格な慣習によってその正確な構成が定められている。その構造的パターンとは、小規模な複合農場で生産を行うpaysan、 協同組合による集約、近隣地域を密にカバーする市場や精肉店・加工店による流通、食材の産地に応じた厳格な調理法、そして食事に必要な時間をかけ食卓で食事をとる——こうした構造的パターンは、2010年にユネスコが認定した「フランス料理」を生み出しただけでなく、その料理が象徴する食との日常的な関わりを形作ってきた。生物学的基盤との整合性も極めて重要である。じっくり煮込んだ「ドーブ」 やカスーレ、ポトフといった料理、約50種類のAOPチーズに見られる生乳発酵の伝統、ポリフェノールを豊富に含む地域のオリーブオイルやクルミ油、ピストゥやアイオリ、ブーケガルニといった野生ハーブの伝統、シャルキュトリーの伝統における内臓やコラーゲンの活用、パン・オ・ルヴァン の発酵、生きた生物学的物質としてのvinそのもの——三宝の枠組みにおいて「Jing」と呼ばれるこの養生法は、構造的な深みにおいて伝統的なフランスの食文化を貫いている。

食を超え、フランスは公衆衛生と癒しの基盤を堅固に保持している。thermalismeの伝統（ヴィシー、エクス＝レ＝バン、エヴィアン、その他約100の温泉地。これらは正式な医療的認定を受けており、Sécurité socialeによる一部給付の対象となっている）は、ローマ時代から続く継続的な温泉療法・鉱泉療法の伝統として機能している。フィトテラピーおよびアロマテラピーの伝統は、対症療法医学と並んで公的な医薬品枠組み内で認められている。ホメオパシーは歴史的に公的承認を受けていた（2021年に一部資金援助が打ち切られるまで）。セキテ・ソシアル（1945年）は、世界で最も包括的な医療アクセス体制の一つを構築した。「家庭医（médecin de famille）」の伝統は、「医師会（ordre des médecins）」のインフラを通じて機能し、時間的制約に追われる技術者ではなく、「教養ある専門家」としての医師像を守り続けてきた。「スロー・ミール」の構造そのものが、継続的な副交感神経系の調節として機能している。「プロムナード」や「フラネリー」の伝統は、日常的な低強度の運動を保ち、「ジャルダン」の伝統は、密集した都市環境においても緑地へのアクセスを維持している。

現代における断絶は深刻である。農地は産業規模の所有地へと徐々に集中し、半世紀の間に「ペザン（paysan）」経済は崩壊した。スーパーマーケットチェーンが食品小売市場の約70％を支配し、加工食品の浸透は国民の肥満化の推移と連動している（小児肥満率は1980年の約5％から2020年には約17％に上昇した）。 マクドナルドはレストランチェーンとして第2位の地位を占めている。農薬使用量は欧州で最高水準にある。2024年の高速道路封鎖を伴う「農民危機（crise paysanne）」は、欧州共通農業政策（CAP）とスーパーマーケットの購買力の下で、小規模農家経済が構造的に持続不可能であることを露呈した。貿易交渉（特にメルコスール）は、工業的代替から「テロワール（terroir）」を守る規制の枠組みを繰り返し脅かしている。 セキュリテ・ソシアル（社会保障制度）は、コスト上昇と人口の高齢化により持続的な圧力にさらされている。地方の医療過疎化により、国内の広範な地域にデゼール・メディカル（医療過疎地）が生じている。製薬産業の枠組みが、セキュが当初包含していた伝統医療と西洋医学の統合的な構造を徐々に置き換えてきた。

それでも生き残っているものは多岐にわたる――AOC/AOP（原産地呼称統制）による保護指定、数千の協同組合からなるAMAP（地域支援型農業）ネットワーク、スローフードのコミュニティ、依然としてほとんどの集落にサービスを提供する職人のブーランジェリー、約1万カ所の市場で今も機能するマルシェの伝統、テルマリズムのネットワーク、そしてフィトテラピーの伝統などである。 回復への道は、ノスタルジックな復元ではなく、構造的な再接続にある。「コンフェデラシオン・ペザンヌ」によって提唱され、ピエール・ラビ（『幸福な質素へ』、『コリブリ』ネットワーク）によって哲学的に展開された「農業ペザンヌ」運動は、その実践原理を次のように定めている。すなわち、化学投入ではなく土壌化学投入に依存せず、スーパーマーケットによる独占的買い付けではなく協同組合の枠組みを通じて広範に流通させ、食の主権をマクロ経済的成長と同等の文明的優先事項として扱うことである。フランスの長寿統計は依然としてその代償を覆い隠している――先進国の中でも最も強固な伝統的食文化基盤を持つこの国は、同時に代謝性疾患の発生率も急速に上昇しており、これは「テロワール」という美学的語彙を保持しつつ、日々のカロリーを工業的食料システムから供給し続けることの予測可能な結果であるという美学的語彙を保持し続けることによる、予測可能な結果である。





3. 親族関係

人口統計の数字は、ある特定の文明的状況を物語っている。長年西ヨーロッパで最高水準にあったフランスの合計特殊出生率は、過去10年間にわたる持続的な低下を経て、人口置換水準を下回った（2024年は1.66、第二次世界大戦以来の最低値）。単身世帯の割合は2020年に37％を超え、上昇を続けている。 高齢化の進行は深刻だが、イタリアやドイツほど極端ではない。結婚率は急落し（1970年の一人当たり結婚率の約半分）、同棲やPACS（市民連帯契約）がその代わりとなっているが、同じ期間に世帯形成の基盤は、同期間を通じて弱体化している。

構造的に重要なものが残っている。1901年法によって創設された法的カテゴリーである「1901年協会」は、現在130万以上の活動団体を数え、村のサッカークラブから文化団体、近隣互助ネットワークに至るまであらゆる分野を網羅しており、欧州で最も密度の高い市民・団体インフラを構成している。「コミューン」の伝統は、約3万5000の自治体において村レベル以下の政治・行政生活を組織しており、選出された市長が地域問題に対して実質的な権限を行使している。村規模で政治・行政生活を組織しており、選出された市長が地域問題に対して実質的な権限を行使している。「守護聖人の祭（fête patronale）」や「音楽の祭典（fête de la musique）」（1982年以降）、そして「ブロカンテ（brocante）」や「ヴィド・グレニエ（vide-grenier）」の巡回市は、定期的な市民の再演として機能し続けている。「村のカフェ（café de village）」は減少したものの消滅はしておらず、 村のパン屋、肉屋、そして小さな商店は、「商業建築（bâti commercial）」に対する規制上の保護と、それらを守るために村長がますます活用する意図的な自治体補助金によって生き残っている。著しく弱体化したのは統合の枠組みである――コミュニティセンターとしての「教区（paroisse）」は、ほとんどの県で空洞化している； エコール・ライク（公立学校）は、実質的な市民形成機関というよりは、ますます行政機能として運営されるようになっている。都市の近隣地域における高密度居住というカルティエの伝統は、移動パターンやオンライン化によって次第に空洞化している。

回復への道は、中間層の再構築にある――実質的な教区、実質的なコミューン、実質的な近隣地域、実質的な協会 であり、これらは日常生活の傍らで残存的な規模で機能するのではなく、日常生活を組織化するのに十分な規模で機能しなければならない。基盤は存在する。構造的に欠けているのは、現在それを侵食している中央集権化と移動の力からそれを守るための政治的・文化的な優先順位である。この根底にある病理に対する体系的な考察は、西部の空洞化 および 精神的な危機 に掲載されている。フランス特有の事情として、同国は他の多くの先進国社会よりも多くの基盤を依然として保持しており、フランスの出発点からは、他国よりも構造的に回復の可能性が高い 他国よりも構造的に回復の可能性が高いということである。





4. 継承

フランスは、現代社会において現存する最も体系化された職人制度の一つを保持している。中世の「コンパニョナージュ（compagnonnage）」に由来し、2010年にユネスコ無形文化遺産に登録された「コンパニョン・デュ・ドゥヴォワール（Compagnons du Devoir）」——徒弟制度——は、「トゥール・ド・フランス（Tour de France）」を通じて約30の職種にわたる継続的な伝承を担っている。 これは、アスピランが全国の指名された師匠の下で働きながらコンパニオンとなる、数年間にわたる巡回見習い制度である。メイエール・ウヴリエ・ド・フランス （1924年創設）は、約200の職種において最高水準の職人技を認定する4年ごとのコンクールであり、日本の「人間国宝」制度が制度化したものをフランス流に具現化したものである。すなわち、特定の伝統的技芸は市場の圧力には耐えられず、他の手段によって保護されなければならないという、文明としての明確な認識である。高級工芸ブランド（エルメスの皮革、シャネルの「メティエ・ダール」、リヨンの絹織物職人、 セーヴルやリモージュの磁器、バカラのクリスタル）は、継続的な伝承を通じて、相当数の職人基盤を維持している。「バティモン・ド・フランス」という建築遺産制度は、「バティモン・ド・フランスの建築家」が指定記念物から500メートル圏内の建設に対して法的権限を行使することで、「バティ・アンシアン（古い建造物）」の保存を構造的な深みにおいて組織化している。

現代における断絶は、小規模な工芸の分野で鋭く生じている。 「職人」部門は、数十年にわたり、規制の重荷（参入の構造的障壁となるほど煩雑な行政手続き）、資格至上主義（若者を認定された知識労働へと誘導する教育制度）、そして大規模な工業生産との価格競争という、持続的な圧力にさらされてきた。「コンパニョン」の伝統は継続的に継承されているものの、徒弟数は減少傾向にあり、小規模工芸部門は高齢化が進んでいる。 高級ブランド各社は、金融資本（LVMH、ケリング、リシュモン）による所有下で保護された規模においてのみ、工芸の継承を維持しているが、それらの企業の戦略的優先事項は工芸そのもののそれとは一致していない。より広範な産業管理の領域において、フランスの製造業は過去40年間にわたり実質的に脱工業化が進んできた（経済地理学者のローラン・ダヴェジーらによって記録された「脱工業化」の軌跡）。 生産経済はサービス、観光、高級品輸出へと徐々に再編され、ロレーヌ盆地、ノール＝パ・ド・カレーの石炭・鉄鋼地帯、およびより広範な周辺工業地域において、実質的な製造能力が空洞化している。回復の道筋には、artisanatに対する制度的支援が必要である に対する制度的支援が必要である。これは、資格取得を最適化した教育システムとは明確に区別されるものでなければならない。「コンパニョン」モデルはすでにその哲学的・運営上のテンプレートを提供しており、工芸部門を労働市場の残余的なカテゴリーではなく、文明の基盤として認識する政策上の優先順位があれば、その規模を大幅に拡大できるだろう。「アルティザナ」と「テロワール」および「ペイサージュ」の統合は、フランスが持つ基盤の組み合わせが唯一可能にする構造的な機会である。より広範な産業の観点から言えば、 回復とは、修辞的なコミットメントではなく、構造的なコミットメントを通じて生産経済を実質的に再産業化することである。





5. ガバナンス

現代フランスのガバナンスの基盤には二つの構造的パターンが存在し、ハーモニズムはこれらを名指しせずにフランスを誠実に読み解くことはできない。すなわち、この国は中央集権的な行政テクノクラシーとして機能しており、その民主的な表層は実質的な政治的対応から次第に切り離されてきたこと、そして1905年のlaïcité（政教分離）の原則が、過去30年間にわたり、文明が依然として依存し続けている宇宙論的基盤と相容れない、攻撃的な形而上学的ニュートラリズムへと硬化してしまったことである。共和制の表層——liberté, 平等、友愛、エコール・レピュブリカン、セキュリテ・ソシアル、普遍主義の約束といった共和制の表層は、こうした状況と共存し、それらを覆い隠す役割も一部果たしている。

行政支配階級としてのエナルシー。 フランスは、戦後の意図的な制度的選択を通じて、少数のグランゼコール（国立行政学院［2022年に国立公共サービス学院に改組］、ポリテクニーク、サイエンス・ポ、エコール・ノルマル・シュペリウール）で形成された、実力主義的・テクノクラート的な支配階級を生み出した。卒業生たちは、グラン・コル・ド・レタ （財務総監局、国務院、会計検査院、鉱山局）に加わり、「パントゥフラージュ」の仕組み（日本の統治批判が「アマクダリ」と呼ぶのと同じ動態）を通じて、閣僚ポスト、上級行政職、大手企業の取締役会の間を行き来し、そしてどの政党が政権を握っていようとも、実質的な統治階級を構成している。このシステムが民主的な意見から構造的に自律していることは、半世紀にわたり記録されてきた。その診断は党派的なものではなく、構造的なものである。トクヴィルは『旧体制と革命』（1856年）の中でこれを指摘した。革命は行政の中央集権を破壊したのではなく、ブルボン王政の機構を継承し、それを強化したのである。『ジャコバン主義』 という用語は、君主制、共和制、そして現代のテクノクラート体制のいずれにも共通する、より深層的な構造的病理を指し示している。それによって権力は中央に集中し、中間組織は体系的に弱体化され、周辺部は自らの実情から行政的に切り離された状態で統治されるのである。 2017年のマクロンの当選は、このシステムの象徴的な結晶化であった。すなわち、政党基盤を持たない財務監査局出身のエナールクが、伝統的な左右の構造の崩壊によって事実上のデフォルト候補として選出され、行政府による強行採決（議会の反対に対して繰り返し発動された憲法第49条第3項の手続き）や、繰り返される大規模な抗議活動に対する警察力によって統治を行うという構図である。

大衆抗議の構造的抑圧。 2018年から2019年にかけての「黄色いベスト」 蜂起——1968年以来フランスで最も大規模な民衆の反乱であり、クリストフ・ギユイが実態を記録した「フランス・ペリフェリク（周辺部）」を主軸に組織された——は、実質的な政治的対応ではなく、同期間において西ヨーロッパ最悪の抗議関連負傷者（LBDゴム弾による失明、grenades de désencerclement（包囲解除手榴弾）による手足の切断、数名の死者）を生み出す規模の警察力によって迎え撃たれた。 数ヶ月にわたり大規模なデモによって拒否された措置に反対する2023年の年金改革抗議活動は、「49.3条」による議決権の行使によって解決された。 政府が敗北していたであろう議会投票を迂回して決着した。政治的対応の代用としての警察力というパターンは、今や構造的なデフォルトとなっている。テクノクラート的な統治階級は、3つの政権にわたり、大衆的な民主的動員がもはや政治的対応への道ではないことを示してきた。これは単なるスタイルに対する批判ではない。それは構造的な条件である。

「バンリュー」は、統合に失敗した建築物である。 戦後の社会住宅計画（1950年代から1970年代の「グラン・アンサンブル」）は、集中居住区を生み出した。その後の人口動態の変化と、実質的な統合的構造（「統合政策」が実質的な文化的・市民的包摂としてではなく、主に行政レベルで機能していたこと）の欠如が相まって、「優先地区（quartiers prioritaires）」が現在呈している構造的状況—— が現在呈している構造的状況を生み出した。すなわち、機能不全に陥った学校、パラレル経済、並行する法的・文化的規範、そして自治体領域の約3パーセントにわたる国家権力の実質的な撤退であり、これは「世俗共和国」という表層が正直に認めることのできないものである。 2005年の暴動、ナヘル・M.の殺害後に起きた2023年の全国的な暴動、そして数十年にわたる繰り返されるパターンは、この構造的状況を如実に示している。公立学校の外壁に掲げられた「自由、平等、友愛」と、2ブロック先にあるスーパーマーケットの並行する「ハラール」フードコートは、異なる次元における同じフランスである。表層と基層は同一の現象であり、誠実な解釈は両方を包含しなければならない。

「ラシテ」は反宗教的な教条へと硬化していった。 1905年の「政教分離」は、兄弟愛に基づく妥協案として起草された――信仰の問題における実質的な不干渉であり、国家が市民社会に形而上学的な中立主義を強要しないという明確な理解に基づいていた。その後30年間にわたり、特に1989年の「ヒジャブ問題」、2004年の学校における宗教的象徴に関する法律 、2010年のブルカ禁止令、そして2021年の「分離主義」法を通じて、ラシテは、文明が依存する宇宙論的基盤と相容れない、過激な反宗教的姿勢として次第に再解釈されてきた。より深い診断として、硬化された形態のラシテとは、手続き的中立性を装った形而上学的立場 ——すなわち、公的生活は、あたかも宇宙論的な問いが唯物論的な不在の側に決着がついたかのように組織化され得るし、またそうあるべきだという前提——であり、この前提こそが現代フランス統治の最も根深い病理である。なぜなら、この文明の実質的な文化的・政治的制度は、硬化された「ラシテ」が今や疑わしいものと見なす基盤への絶え間ない参照の中で発展してきたからである。

未完の植民地・脱植民地化の清算。 フランスは、その基盤そのものの最も深い伝統が要求するであろう、植民地時代との歴史的清算を、深くまで行っていない。アルジェリア戦争（1954–1962年）、ハルキの遺棄、 奴隷制の遺産（トゥーサン・ルヴェルチュール、サン＝ドミンゴ、第二共和政下の1848年の解放）、そして「フランサフリク」体制（西アフリカ諸国をフランスの財政・軍部に縛り付ける独立後の経済・軍事構造）は、未処理のまま継続する構造的条件として機能している。サヘル地域における2024～2025年の一連の出来事（マリ、ブルキナファソ、ニジェールからのフランス軍撤退；ワグナー社の介入）は、冷戦時代の制度としての「フランサフリク」の機能的終焉を告げるものである。しかし、実質的な清算は未だ行われておらず、 また、国内におけるポストコロニアルな住民の統合の失敗は、国外における未処理の清算の国内における鏡像である。

回復の方向性。 フランスの回復とは、アングロ・プログレッシブな手続き主義の輸入ではない――そのモデルは自らの機能不全を輸出するものであり、自由主義と調和主義、西部の空洞化、および 唯物論と調和論 がそれらを詳細に論じている。それは、同国が生み出し、今や認識することを拒んでいる、正当な統治のための固有の資源を実質的に再活性化することにある。 トクヴィルの『旧体制』は、より根深い病名を指摘している。すなわち、ジャコバン的な中央集権化は党派的なものではなく構造的なものであり、地方分権こそが構造的な回復であるということだ。ジャック・マリタン（『人間と国家』、『総合的人間主義』）やエマニュエル・ムニエ（『パーソナリズム』、 『エスプリ』誌）によって明文化されたカトリック社会伝統は、補完性の原則——決定は最も適切な最小単位で行われ、上位のレベルは下位レベルでは対応できない場合にのみ介入すべきであるという原則——に対する独自の哲学的展開を提供している。「コミューン」（およそ3万5千あり、ヨーロッパで最もきめ細かな自治体構造である）は、この展開が再活性化し得る実務的な基盤であり、「レジョン」と「デパルトマン」 は、「ジャコバン的」集中化によって次第に空洞化されてきた中間的な規模であり、その回復によって実質的に再生されるものである。構造改革の内容は具体的である。すなわち、財政および規制権限の地域・コミューンレベルへの実質的な移譲；過去30年間にわたり世襲的な独占が実証されてきた「グランゼコール」から「グラン・コル」への人材供給ルートの抜本的改革；「第49条」3条による特例発動の構造的制限；行政的中立性ではなく実質的な文化的・市民的受容を求める「統合政策」の構造的改革； 植民地主義と脱植民地主義の清算を実質的に完了させること；「ラシテ（政教分離）」を、硬化された反宗教的な形態ではなく、1905年の「兄弟的妥協」の意味へと回復させること。これらはいずれも、フランスが近代性を放棄することを要求するものではない。そのすべてが、現在の体制こそがフランスが生み出し得る最善のものだという前提を、フランスが拒否することを求めている。





6. 金融

フランスの通貨・金融情勢には、ユーロ圏の枠組みへの漸進的な主権の譲渡と、国境を越えた資産運用エコシステムへの実質的な統合という構造的特徴が表れている。1800年以来実質的な通貨当局として機能してきたフランス銀行は、1999年に欧州中央銀行（ECB）へ通貨主権を譲渡した。現在、フランスの金融政策はフランクフルトのECB理事会によって決定されており、フランス銀行の総裁は、フランス経済に影響を及ぼす金融政策決定において、20人の委員の一人として発言権を持つに過ぎない。ユーロそのものが、フランスの財政政策を構造的に「安定成長協定（Pacte de Stabilité et de Croissance）」およびより広範なユーロ圏調整機構に縛り付けている。 主要銀行――BNPパリバ、クレディ・アグリコル、ソシエテ・ジェネラル、クレディ・ミュチュエル、BPCE――は、より広範な欧州および超国家的な金融構造の中で重要な役割を果たしている。 BNPパリバだけでも、資産規模において世界最大級の銀行の一つとして機能している。CAC 40*に上場する企業の実質的な所有権は、ますますグローバルな資産運用構造（ブラックロック、バンガード、ステート・ストリートが共同で、フランスの主要企業のほとんどに集中したポジションを保有している）によって掌握されつつある。

フランスが金融・文化的領域において保持している基盤は、極めて重要なものである。カトリック社会主義の伝統による経済批判 ——マリタン、ムニエ、『エスプリ』誌を通じたムニエ学派、そしてより広範なカトリック個人主義の伝統によって展開されたもの——は、適切に秩序づけられた経済生活は人間に奉仕するものであり、その逆ではないという立場、生産経済から切り離された金融は文明に損害をもたらすという立場、そして小規模な財産を所有するペイザンやアルティザンによる経済こそが、実質的な市民生活が生まれる基盤であるという立場を明確に示している。 サン＝シモン主義の伝統は、金融が本来、レントシーカー的・搾取的な機能ではなく、生産的・組織的な機能であるという認識をもたらした。戦後の計画総局 （ジャン・モネが設立した機関）による戦後の「プランフィカシオン」は、純粋な市場論理に対抗して国家主導の産業開発を推進した。この基盤は、1983年の「緊縮政策への転換」によって従来の金融自由主義へと方向転換されるまで、フランスの経済政策を支え続けた。「協同組合」の伝統、「クレディ・ミュチュエル」や「クレディ・コオペラティフ」に見られる「相互扶助」の伝統、 および正式な規制で認められた「社会連帯経済（économie sociale et solidaire）」というカテゴリーは、総体として、相当な規模で非レントシーカー型金融の基盤を維持している。

現代におけるこの変質は、複数の次元で進行している。ユーロ圏の構造は、実質的な金融・財政主権の放棄をもたらした。「黄金律」と呼ばれる財政制約や「安定協定」は、フランスの民主的・政治的な財政権限を著しく制約してきた。住宅の金融化は、パリの不動産価格の持続的な高騰を引き起こし、労働者階級や中産階級を都市中心部から徐々に締め出している。 マクロン政権による2023年の年金改革は、49.3条による強行採決を通じて大規模な民衆の反対を押し切って推進され、フランスの民間年金商品の拡大に関するブラックロックとの協議が文書化されているが、これは資産運用業界がフランスの政策方向性に及ぼす影響を如実に示している。 クリスティーヌ・ラガルドの経歴（財務監査局、IMF専務理事、ECB総裁）は、フランスのエナールジーと多国籍金融構造との間で機能するエリート登用ルートを示している。 公的債務はGDPの約110％に達し、債務返済費用は現在、予算項目の中で第2位の規模となっている。金融セクターの実質的な方向性は、フランスの民主的・政治的プロセスの外でますます決定されるようになっている。

回復への道筋は、レントシーカー型金融モデルに代わる選択肢として、国内のカトリック社会思想および経済社会・連帯経済 の伝統を、レントシーカー型金融モデルの代替として実質的に活性化させること；銀行の集中に対する独占禁止措置；フランス公共政策に対する資産運用業界の影響力に対する実質的な改革；ユーロ圏の枠組みにおいて、その枠組みが名目上は認めているものの、近年のフランス政府が利用することを拒んできた政治的空間を実質的に活用することで、財政主権を取り戻すこと；金融化の圧力に対するcoopérativeおよびmutualitéセクターへの構造的な支援； 計画総局（Commissariat Général au Plan）の機能の実質的な再活性化（マクロン政権下で計画高等委員会（Haut-Commissariat au Plan）として名目上復活したものの、実質的な権限を持たずに運営されている）。基盤は存在する。しかし、それを活性化させるための政治的条件は——以下で診断するガバナンス上の制約の下では——実質的に欠如したままである。





7. 防衛

フランスの防衛態勢は、現代ヨーロッパにおいて最も特徴的なものの一つであり、より広範なNATOおよび英米の戦略的枠組みとの緊張関係の中で機能する、ド・ゴール主義的な戦略的自律の伝統による実質的な痕跡を帯びている。 フランスは独立した核抑止力を維持している（ド・ゴール政権下で創設された「フォース・ド・フラップ」は、現在、戦略空軍（Forces Aériennes Stratégiques）および戦略海洋軍（Force Océanique Stratégique）が運用する潜水艦および航空機発射型プラットフォームに搭載された約290発の核弾頭から成る）；相当規模の通常戦力（陸軍（Armée de Terre）、海軍（Marine Nationale）、空軍・宇宙軍（Armée de l’Air et de l’Espace）にわたり約20万人の現役兵）；そして、主要なプレイヤーであるダッソー・アビエーション（ラファール戦闘機）、タレス、 サフラン、ナバル・グループ、MBDA、ネクスター——は、世界的に重要な武器輸出業者として活動している。

ド・ゴール主義の基盤。 シャルル・ド・ゴールが『戦争回顧録』および『『希望の回想録』における主張は、フランスの戦略的正当性は実質的な主権に依存するという構造的原則を確立した。すなわち、同盟体制内にあっても英米の戦略的指導への従属を拒否すること、独立した核抑止力の維持、ワシントンの戦略的優先事項からの外交政策の実質的な自律性、そしてフランスの実質的な利益が同盟の意向と相反する場合、grandeur*（偉大さ）には独立して行動する意志が必要であるという認識である。De 1966年のNATO統合軍事司令部からの脱退（2009年にサルコジによって撤回された）、1958年から1969年にかけての米国の反対を押し切っての核抑止力開発、1967年のベトナム戦争に反対するプノンペン演説、 そして1967年のカナダにおける「自由なケベック万歳」という介入は、すべてその基盤を明確に示していた。すなわち、世界舞台におけるフランスの発言権には、英米の枠組みによるコンセンサスからの実質的な独立が必要であるということである。

現代におけるド・ゴール主義の基盤の浸食。 40年にわたり、この基盤は徐々に浸食されてきた。2009年のサルコジによるNATO統合軍事指揮系統への復帰は、制度的レベルにおけるド・ゴール主義的戦略的自律性の形式的な終焉を告げるものだった。 サルコジ政権下で契約され、2014年にオランド政権下で米国の圧力により破棄されたロシアとの「ミストラル」級ヘリコプター空母取引は、同盟構造を通じて機能する実質的な従属関係を示した。2021年のAUKUS潜水艦契約の喪失——フランスのナバル・グループがオーストラリアと結んでいたディーゼル電気潜水艦の契約は、パリとの事前の協議なしに英米による原子力潜水艦パートナーシップに取って代わられ、キャンセルされたが、これはより広範な英米の戦略的エコシステムの中で、フランスが現在占める実質的な立場を露呈した。2024年のサヘル地域における一連の出来事は、実質的なフランスの戦略的自律の舞台としての「フランサフリク」の作戦上の終焉を告げるものとなった。フランス軍はマリ、 ブルキナファソ、ニジェール、中央アフリカ共和国から段階的に追放され、その代わりに、新たなアフリカの戦略的志向と実質的に整合するロシアのワグナー部隊が展開された。より広範な傾向として、一世代にわたるフランスの独立した戦略的自律の舞台の実質的な崩壊が見て取れる。

軍産複合体と武器輸出。 フランスは世界トップ5の武器輸出国の一つであり、大規模な軍需産業生産を有している（エジプト、カタール、ギリシャ、インド、UAE、インドネシアへのラファール戦闘機の輸出；2021年までオーストラリアへ、現在は他のパートナー国へ提供されている潜水艦技術；2022年から2025年にかけてウクライナへ大量に供給される「シーザー」自走砲；NATOおよびパートナー諸国全体への広範なMBDAミサイル製品群）。 輸出経済は、フランスの防衛産業の持続可能性を構成する重要な要素である。国内調達予算だけでは、ダッソー、タレス、サフラン、ナバル・グループ の基盤を現在の規模で維持することは不可能であり、輸出という論理は数十年にわたり、兵器システムの設計や戦略的パートナーシップの方向性を形作ってきた。アイゼンハワーが米国の文脈で指摘したパターン——防衛調達と輸出が、継続的な脅威態勢に構造的な利害を持つ実質的な経済主体として機能する——は、フランス独自の変奏として作用しており、さらに、輸出基盤が構造的にフランス製軍事装備に対する持続的な国際需要を必要としているという特徴を備えている。

基盤と回復の方向性。 ド・ゴール主義の伝統、マリタンを通じて明文化されたカトリックの「正戦論」、そしてより広範なフランスのカトリック政治伝統、さらに『マリアンヌ』と『セクリテ」の市民的伝統は、比例性、市民的説明責任、そして真のフランスの主権的利益に向けた戦略的自律性に基づいた実質的な防衛教義を、総体として形成している。回復の方向性とは、ド・ゴール主義的戦略的自律性の基盤を実質的に再活性化することである。すなわち、大西洋同盟の枠組みへの忠誠ではなく、実質的なフランスの利益という立場からNATOとの関係を再交渉すること；フォース・ド・フラップ*（核先制打撃力）の教義を、真の抑止力における自律性へと再方向付けること； 国防調達局（DGA）および広範な調達機構の構造改革により、防衛調達と主要産業プレイヤーとの間の「パンツーラージュ（官民癒着）」を断ち切ること；軍事領域における植民地・脱植民地化の清算を実質的に完結させること（「フランサフリク」の遺産、アルジェリア戦争、広範な西アフリカ介入のパターン）；そして、武器輸出の論理に対する構造改革を行い、防衛産業の持続可能性を、装備がどのような紛争に供されるかを問わずフランス製装備に対する国際的な需要の継続ではなく、主権的な戦略的目的と実質的に整合させること。





8. 教育

現代のフランス教育は、19世紀後半のジュール・フェリーによる普遍主義的・世俗主義的プロジェクトに由来する「エコール・レピュブリカン（共和制学校）」の伝統に支配されており、バカロレア、グランゼコールへの入学選考、そして教員採用試験であるアグレガシオンを通じて組織化されている。この制度は歴史的に、西洋において最も実質的な教育を受けた国民の一人を輩出してきたが、 その歴史的成果は現在、複数の側面から同時に持続的な圧力にさらされている。過去10年間でPISAのスコアは低下し、フランスは現在、数学においてOECD平均を下回っている。「学校は聖域である」という原則——学校は保護された市民的空間であるという理念——は、「優先地区（quartiers prioritaires）」をはじめとする地域でますます侵害されている （2020年のサミュエル・パティや2023年のドミニク・ベルナールを含む教師殺害事件は、この構造的状況を如実に物語っている）；décrochage scolaire（学校中退）は年齢層の約8％で横ばいとなっているが、これは正式な修了基準を上回る層における実質的な離脱を隠蔽している。grandes écolesの能力主義は世襲的な独占へと硬化しており（ポリテクニークやノルマル・シュペリウールの採用は上位10％層から約70％を占める）；バンリュー（郊外）の学校は並行システムとして機能している；歴代大臣によるカリキュラム改革は、実質的な再構築ではなく断片化をもたらした。

実質的な人文主義の伝統を徐々に置き換えてきたのは、資格取得の最適化というパターンである。すなわち、制度は認定された知識の習得度で学生を評価する傾向を強める一方で、humanités（ラテン語、ギリシャ語、哲学、文学、歴史の深層的な学習）は徐々に縮小されてきた。その回復は、école hors-contrat（カトリック、モンテッソーリ、シュタイナー・ヴァルドルフ、 古典的キリスト教系、「エスペランス・バンリュー」ネットワーク（quartiers prioritaires内で活動））やホームスクール部門（instruction en famille、近年の法規制によりますます制限されているが、依然として活動中）を通じて、周辺部で復興が進んでいる。体系的なハーモニストの展開は、調和教育法 および 教育の未来 に掲載されている。 フランス特有の復興には、公教育の中心におけるhumanités（人文科学）の実質的な復活、séparatisme（分離主義）法による規制圧力に対するécole hors-contrat（非公認校）セクターの実質的な自律性、資格取得を最適化した主流教育と並行するartisanat（職人技）の徒弟制度ルートの実質的な統合、そして過去30年間にわたり記録されてきた世襲的な独占を打破するためのgrandes écoles（名門校）の学生選抜制度の実質的な改革が必要である。





9. 科学技術

フランスの科学技術における地位には、デカルト的合理主義の伝統、戦後の科学界への投資、そして欧州の研究調整による統合と英米によるフロンティア支配との間の現代的な緊張関係という、実質的な特徴が色濃く表れている。古典的なフランスの科学的伝統は、現代世界において最も深いものの一つである： パスカル、デカルト、ラヴォワジエ、ラプラス、パスツール、キュリー夫妻、ベクレル、ポアンカレ、ブロイリー――17世紀から20世紀にかけて続くこの系譜は、数学、物理学、化学、生物学、医学における基礎的な業績を生み出した。戦後の科学界のインフラは充実している。Centre National de la Recherche Scientifique（CNRS、資金規模で欧州最大の研究機関）； コンピュータ科学分野の国立情報学・自動制御研究所（INRIA）；核物理学およびエネルギー分野の原子力庁（CEA）；原子力庁（CEA）が原子力物理学とエネルギー分野を担い、パスツール研究所が生物医学研究を担うほか、アリアンスペースや広範な欧州の宇宙打ち上げインフラ、カダラッシュを拠点とする核融合計画「ITER」などが存在する。

現代のフランスの科学界は、より広範な欧州研究調整体制 （「ホライズン・ヨーロッパ」、欧州研究会議、欧州宇宙機関）という枠組みの中で機能しており、実質的に統合されつつあり、研究の方向性はパリよりもブリュッセルで決定される傾向が強まっている。2020年代に台頭した最先端AI分野では、フランス特有の展開が見られた。Mistral AI（2023年にアーサー・メンシュ、ティモシー・ラクロワ、 ギヨーム・ランプル）によって2023年に設立された）は、英米圏以外の最有力な最先端AI研究所として台頭し、英米圏の枠組みが支配する状況に対し、競争力のあるオープンウェイトモデルをリリースした。エコール・ポリテクニークやノルマル・シュペリウール の数学の伝統は、依然として優れたAI研究人材を輩出し続けており、その多くは歴史的に英米の機関へ移籍してきたが、国内での関与を維持する傾向が強まっている。

現代におけるこの変容は、複数のレベルで進行している。数十年にわたり、脳流出は著しいものだった。フランスの科学・工学分野の人材は米国や英国へ大量に流出しており、フランスの科学者コミュニティ全体では、数万人の上級研究者が海外に散らばっている。英系学術枠組みの支配は、大学におけるフランス固有の批判的・哲学的伝統を徐々に置き換えてきた。これは、前述の知的伝統の基盤において説明された、1968年以降の「輸入・輸出」の軌跡に他ならない。 DGSIおよびより広範なフランス情報機関を通じた技術・監視能力の獲得は、実質的な国内監視能力として機能しており、軍事計画法およびそれに続く監視権限拡大法により、欧州でも最も広範な国内監視体制が構築されている（ただし、米国のNSAや英米5カ国による「ファイブ・アイズ」体制には及ばない）。 数十年にわたり技術政策の方向性を米国の枠組みのコンセンサスに委ねてきたことは、人材基盤が代替的な方向性を許容していた分野においてさえ、フランスの主権的な技術能力を徐々に制約してきた。

回復の方向性は、明確なフランスの戦略的優先事項の範囲内での「ミストラルAI」クラスの主権的技術能力の実質的な拡大である（欧州における最先端AI競争は、持続的な政治的・財政的コミットメントがあれば、パリから構造的に勝利可能である）；英米枠組みによる支配を打破し、自国の批判的・哲学的伝統を再活性化するための学術・研究体制の実質的な改革；フランスの科学・工学人材が国内に留まるか帰国できるよう環境を整えることによる、頭脳流出の実質的な抑制；議会による監視と実質的な市民的説明責任に向けた監視体制の構造改革； フランスの戦略的技術的自律性は、国が無限に先送りできる贅沢品ではなく、実質的な主権を構造的に構成する要素であるというド・ゴール主義の原則の再活性化；そして、フランスの実質的利益からますます乖離しつつある英米のフロンティア競争の優先事項ではなく、より広範なフランスの文明的優先事項（食糧主権、生態系の回復、人口動態のレジリエンス）との科学技術の方向性の実質的な統合。





10. コミュニケーション

フランスの情報環境は、文化的威信という表層によって覆い隠されている構造的制約の下で機能しており、同国と実質的に関わるためには、これを率直に指摘する必要がある。『J’accuse』を生み出し、「インテレクチュエル」 を市民社会の構成的象徴として生み出したこの国は、今や先進国の中で最も集中した報道機関所有構造の一つを抱えており、メディア経済の実質的な支配は約9つの民間主体によって行われ、公共放送の枠組みはより広範な政治経済的エコシステムへの従属を徐々に強められている。

寡頭的な所有構造によるメディアの集中。 フランスの主要メディア（テレビ、大部数紙、ラジオ、大手出版社）は、およそ9つの民間企業による所有に集中している。ボロレ（ヴィヴェンディ、カナルプラス、『ル・ジョルナル・デュ・ディマンシュ』、『パリ・マッチ』、CNews、ヨーロッパ1、ヴィヴェンディのエディティス買収を通じてハシェット出版）、アルノー （LVMH、『レ・エコー』、『ル・パリジャン』）、ニエル（フリー紙、『ル・モンド』、『ロブス』）、ドラヒ（アルティス、『リベラシオン』、BFM TV、RMC）、ピノー（ケリング、『ル・ポワン』）、ラガルデール（現在はヴィヴェンディの支配下）、 ダッソー（『ル・フィガロ』）、サード（CMA-CGM、『ラ・トリビュン』、 『ラ・プロヴァンス』）、クレティンスキー（『マリアンヌ』、エディティス〈事業売却後〉）。この構造的パターンは実証済みであり、継続している。編集方針は所有者の利害によって徐々に形作られてきた。ボロレが買収したCNewsやEurope 1は、買収後、右派アイデンティティ主義のプラットフォームとして明示的に機能している。報道の自由度ランキングは低下している。争いのないテーマに関する調査報道の深さは依然として相当なものだが、構造的に保護された主題（エナルキの自己永続化、報道機関そのものの企業所有、pantouflageの実質的な運用、財務省下で診断されたénarqueと資産管理の連携）に対する沈黙こそが、診断の指標となっている。

構造的圧力にさらされる公共放送。 フランス・テレビジオン（フランス2、フランス3、フランス5）およびラジオ・フランス（フランス・インター、フランス・カルチャー、フランス・インフォ）は、ジャンルを問わず一貫した質を保つ重要な公共放送インフラとして機能している。特にラジオ・フランスは、フランス・カルチャーによる継続的な哲学・文化番組を通じて、世界で最も充実した公共ラジオの伝統の一つを守り続けている。 アジェンス・フランス・プレス（AFP）は、世界第3位の規模を誇る通信社として活動している。公共放送体制に対する構造的な圧力は徐々に強まってきた。2022年にレデヴァンス・オーディオヴィジュアル （放送受信料）の廃止により資金が一般会計に移管され、編集方針に対する実質的な政治的・経済的影響力が増大した。歴代の政府は、上級管理職の任命権を通じて編集方針に圧力をかけてきた。民間メディアの枠組みとの広範な融合は、公共放送の伝統が歴史的に維持してきた実質的な独立性を徐々に蝕んできた。

デジタルインフラの従属化。 現代フランスのデジタルコミュニケーションを組織する主要プラットフォーム——Google、Meta（Facebook、Instagram、WhatsApp）、Apple、Amazon、Microsoft、Twitter/X、TikTok——は、米国または中国のアーキテクチャとして機能している。このアーキテクチャが構築されるにつれ、監視・注目層に対するフランスの実質的な主権は徐々に制約されつつある。 フランスの検索エンジン「Qwant」（2013年設立、現在は大幅な再編を経ている）の試みや、より広範な主権的デジタルインフラに関する議論は、実用的な代替案をほとんど生み出していない。「Olvid」メッセージングや少数のフランスの主権的デジタル事業者は、周辺的な存在として活動している。EUの「デジタル市場法」や「デジタルサービス法*は実質的な規制対応ではあるが、アーキテクチャを実質的に再構築するのではなく、すでに確立された枠組みの中で機能している。

基盤と回復の方向性。 フランスが「コミュニケーション」の柱において保持する基盤には、長いintellectuel（知的）な伝統（ヴォルテール、ユーゴー、ゾラ、ペギー、 サルトル、フーコー）、実質的な市民インフラとして機能するlibrairie indépendante（独立書店）のネットワーク、édition（出版）の伝統が持つ深みのある質（ガリマール、ル・スイル、業界再編の圧力にもかかわらず活動する小規模な文芸出版社）、Cahiers（カイエ）の伝統（シャルル・ペギーのCahiers de la QuinzaineのテンプレートがEsprit、Le Débat、 『コメンテール』、そして近年の継承者たち）といった『カイエ』の伝統、そして過去10年間にわたり台頭してきたポッドキャストや独立系メディア（『ル・メディア』、『ブル』、『コンビニ』、 『バックシート』、『フロンティエール』など）が、政治的スペクトラム全体にわたり、9大寡占構造の外側で実質的に活動していることである。回復の方向性は、報道機関の所有権集中に対する独占禁止法に基づく措置、編集の独立性を回復するための公共放送の資金調達とガバナンスの実質的な改革、librairie indépendante ネットワークおよび、単なる市場の残余カテゴリーではなく文明的インフラとしての広範な独立メディアの台頭に対する実質的な支援；技術的・政治的に実現可能な範囲での、主権的なデジタルプラットフォームの代替案の構築；そして、内部からそれを蝕んだ1968年以降の脱構築に対抗する「知性派（intellectuel）」の伝統が持つ診断能力の実質的な回復。





11. 文化

フランスの文化生産は、イタリアのそれと並び、1789年以降の社会が維持してきた中で最も持続的な文化・市民的インフラである。映画（ブレッソン、ルノワール、ロメール、ピアラ、デュモン）；文学（モンテーニュからパスカル、ラシーヌ、スタンダール、バルザック、フローベール、ユーゴー、ボードレール、プルースト、ベルナノス、カミュ、ウエルベックに至る系譜）； 市民的記録としての哲学（デカルト、パスカルから『ルミエール』を経て、ベルクソン、ヴェイル、マルセル、アンリ、マリオンに至る系譜）；音楽（クープラン、ラモーからベルリオーズ、ドビュッシー、ラヴェル、メシアンへ、そしてトレネからブレル、ブラッサンス、フェレ、バルバラに至る『シャンソン・フランセーズ』の系譜）； 絵画（プッサン、ル・ロランから、ダヴィッド、ドラクロワ、クールベ、セザンヌ、モネ、マティスへ）；石に刻まれた「Logos」としての大聖堂（シャルトル、ランス、アミアン、ヴェズレー、モン・サン＝ミシェル、ノートルダム・ド・パリ）；「patrimoine」のインフラ（規制による保護下にある約4万5千の指定歴史的建造物） ――これらすべてが合わさって、現代世界が有する最も密度の高い文化・文明的基盤の一つを構成している。

現代における断絶は、制作の領域において顕著である。フランス映画は、真に優れた作品と並んで大量の凡作にも資金を提供する、攻撃的な助成制度（avance sur recettes、Centre National du Cinéma、テレビ放送局の資金提供義務）によって実質的に掌握されてしまった。出版界は3大出版社 （アシェット、エディティス、マドリガル）へと統合された。学術・出版界のエリート層は、土着の批評的伝統を置き換える英米式の進歩的枠組みに実質的に取り込まれてしまった。ウエルベックの『服従』や『『セロトニン』は、現代フランスの崩壊を冷徹な正確さで読み解いているが、それらは重心の役割を果たすというよりは、鋭い周辺的な是正作用として機能している。ベルナノス・ペギーの系譜は、現在では主に復刻版や、瞑想的・修道的な共同体による継続的な伝承の中に生き続けている。回復への道は、量ではなく深みにおいて文化生産を実質的に支援することにある――文化政策の枠組みを、数は少なくてもより実質的な作品へと方向転換させ、librairie indépendante（独立書店）ネットワークを構造的に保護し、 教育におけるhumanités（人文科学）の伝統の実質的な復興、出版・報道寡頭体制の実質的な解体である。基盤は十分に豊かであり、復興は構造的に可能である。欠けているのは、実質的な文化を商業部門ではなく文明の基盤として扱うという、政治的・文化的な優先順位である。





現代の診断

フランスは、その基盤の深さを考慮すれば異例なほど進行した形で、現代のテクノクラート・マネージメント体制が生み出す特有の構造的病理を露呈している。文化的威信の表層――「ドゥースール・ド・ヴィーヴル（生きる喜び）」、「アル・ド・ヴィーヴル（生きる芸術）」、パトリモーン（文化遺産）、料理、映画、大聖堂――は、状況が示唆する構造的診断の領域からフランスを実質的に隔離してきた。率直に言えば、フランスは、 啓蒙主義以降の西ヨーロッパ諸国と同様に、フランス特有の様相を帯びた後期近代的な崩壊の渦中にあるということだ。その基盤は他国よりも深く、したがって診断の緊急性は低くなるどころか高まっている。なぜなら、その基盤が存続しているからこそ、他の多くの社会には真似できないような形で、構造的な回復が可能だからである。

フランス特有の症状は顕著である。2024年の合計特殊出生率は1.66で、第二次世界大戦以来の最低水準である。単身世帯の割合は37％を超えている。「ジレ・ジョーヌ」 運動は警察による武力鎮圧を受け、西欧で最悪の抗議関連負傷者を出した；2023年の年金改革反対デモは「第49条第3項」による強行採決で決着；ナヘル・M.殺害後の2023年全国暴動は「郊外（バンリュー）」の集中地域を露呈させた； 週ごとのミサ出席率は5％で、無神論者としての自己認識は30％へと上昇中；報道機関の所有権はおよそ9つの寡頭的な構造に集中；30年にわたり記録されたグランゼコールの世襲的独占；民主的参画から切り離された統治階級によるエナールシーとパントゥフラージュ；基盤と相容れない反宗教的教義へと硬化しつつあるラシテ； 未解決の植民地・脱植民地化の清算；小規模農業経済の構造的崩壊を露呈した2024年の「農民危機」；土着の批判的伝統を置き換えるアングロ・プログレッシブな枠組みによる現代学術界の掌握；国内内部から発せられる最も的確な診断的声としての「ウエルベック」の言説——それは、政治・文化の主流が認めることのできない状況をフィクションの形で明示している。 これらの根底にある病理に対する体系的な考察は、精神的な危機、西部の空洞化、唯物論と調和論、自由主義と調和主義、ポスト構造主義と調和主義、および「人間」の再定義に展開されている。

フランス特有の変容こそが、「インテレクチュエル」の伝統がたどった独自の軌跡である。パスカルによる『二つの無限』、メーヌ・ド・ビランの内在的生理学、ベルクソンの『持続』、ヴェイルの『待機』を生み出したこの国は、1968年以降の展開を経て、基礎的な伝統を「権力と排除のシステムとして読み解き、解体すべきものと見なす脱構築に至った。この軌跡は内部的に生成されたもの——フーコー、デリダ、ドゥルーズ、リオタール、ラカンがフランスの大学内で活動した——であり、その後20年を経て、アングロ・プログレッシブなアイデンティティ論的枠組みとして再輸入され、土着の診断的伝統を置き換えてしまった。より深層にあるジャコバン的中央集権化の病 （1856年のトクヴィルの診断であり、2世紀にわたるあらゆるフランスの政治形態に再演されてきたもの）は、表層的な政治的関心を占める左右の交代とは構造的に直交している。その回復には、現代の政治用語では到達し得ないような言説が必要となる。

構造的にこれが意味すること：フランスは、標準的なアングロ・プログレッシブな処方箋（手続き主義の強化、laïcitéの強化、行政的統合の強化、多様性管理の強化）を通じて、その人口統計的、生態学的、統合的、そして政治的危機を解決することはできない。なぜなら、その処方箋こそが、現状の要因の一つとなっているからである。また、catholicisme identitaire（アイデンティティ的カトリシズム）による対応や、Rassemblement National ナショナリスト的対応によっても解決できない。なぜなら、それらは表面的な語彙のレベルで作用するだけで、より深層にあるジャコバン主義的かつ形而上学的な断絶の条件には対処していないからだ。回復は構造的な病理そのもののレベルで作用しなければならず、そのためにはアングロ・プログレッシブでもアイデンティタリアン・コンサバティブでもない枠組みが必要となる。





グローバリズムの枠組みにおけるフランス

上述した国固有の症状は、グローバルエリートや金融アーキテクチャといった定評ある記事が体系的なレベルで論じているような、国境を越えたエコシステムの中で機能している。問題は、そのようなエコシステムが存在するか否かではない。問題は、フランスがその中においてどのような具体的な位置を占めているかであり――その答えは、フランスがこのアーキテクチャにおいて最も完全に統合された国家の支部の一つであるということだ。

人材登用パイプライン。 2017年のエマニュエル・マクロン当選は、このアーキテクチャにおいて人材登用パイプラインがどのように機能するかを最も明確に示す事例となった。 サイエンス・ポとENAを卒業し、ロスチャイルド・アンド・シーで銀行家として働いたマクロンは、世界経済フォーラムの「ヤング・グローバル・リーダーズ」プログラム（2016年コホート）を経て、予想外の形でエリゼ宮への登り詰めを果たした。この軌跡は偶然ではなく、構造的なものである。「ヤング・グローバル・リーダーズ」プログラムは、半世紀にわたりOECD諸国において、後の国家指導者、財務大臣、中央銀行総裁となる相当数のコホートを育成してきた。 そこから生まれる連携は自律的なものである。次世代の意思決定者たちがそれぞれの機関に入る前に共通の枠組みを共有していれば、明示的な指示がなくても調整は行われる。クリスティーヌ・ラガルドがIMF専務理事から欧州中央銀行総裁へと至った軌跡も同様のパターンに従っている――フランスのエリート人材の登用は、民主政治的な基盤を通じるよりも、むしろ超国家的なパイプラインを通じるようになってきている。

超国家的なテクノクラート機構。 フランスの通貨、財政、規制、そしてますます文化的な主権は、半世紀にわたって欧州連合（EU）のテクノクラート機構——欧州委員会の総局、欧州中央銀行、欧州司法裁判所、そして権限を拡大し続ける欧州議会——へと徐々に移譲されてきた。ウルズラ・フォン・デア・ライエン率いる欧州委員会は、EUの2021～2022年度における数十億ユーロ規模のファイザー製COVID-19ワクチン調達契約を、アルベルト・ブルラ氏とのSMSのやり取りを通じて交渉したが、欧州委員会はその後その記録を破棄し、欧州会計監査院と欧州市民権擁護官はこれを重大な説明責任の欠如として指摘した。構造的な実態とは、フランスの公衆衛生、エネルギー、農業、移民、そしてますます文化政策を形作る実質的な決定が、フランスの政治システムの上位層において、フランスの有権者に対して民主的・政治的な説明責任を負わない主体によって下されているということである。

資産運用の集中と2023年の年金改革。 ブラックロックとバンガードは、フランスの主要上場企業のほとんどで集中的な保有比率を示している（CAC 40の平均保有比率は現在、相当な水準にある）。特にブラックロックは、2023年の年金改革の策定過程を通じてフランス政府高官と会談を重ねた。同改革の実質的な政策目的——労働寿命の延長と民間年金商品市場の拡大 ——は、フランスの資産運用市場におけるブラックロックの戦略的利益と合致していた。この改革は不人気を極めたため、マクロン政権は、これを否決しようとした議会多数派に対して「49.3条」による強行採決を発動せざるを得なかった。構造的なパターンとして、実質的な政策の方向性は資産運用構造の利益を反映しており、その方向性が民主的な抵抗に直面した際には、議会の仕組みが無力化される。

多国籍統合としての報道機関の集中。 ガバナンスの柱で先に挙げた、フランスの9大寡頭によるメディア所有構造は、単なる国内現象ではない。主要な保有グループ（ボロレ・ヴィヴェンディ・エディティス・アシェット、アルノー・LVMH・レゼコー、 ニエル・ル・モンド、ドラヒ・アルティス・BFM、ピノー・ル・ポワン、クレティンスキー・マリアンヌ・CMA CGM・サアデ）は、より広範な越境的な金融資本構造に統合されている。フランスの主要メディアにおける編集方針は、国ごとの特色を帯びつつも、より広範なエコシステムが維持する枠組み上のコンセンサスを反映している。 CFR（米外交問題評議会）式の知的枠組み機能は、フランスにおいては、アトランティック・カウンシルのフランス支部であるInstitut Montaigne、数十年にわたる三極委員会のフランス人メンバー、そして前述の知的伝統の基盤において診断された英米枠組みへの主要なフランス学術機関の実質的な統合を通じて機能している。

イデオロギー的掌握と財団ネットワーク。 オープン・ソサエティ財団は、司法改革NGO、市民社会組織、移民政策提言ネットワークへの資金提供を通じて、フランス国内で実質的な活動を行っている。ゲイツ財団はパスツール研究所およびより広範なフランスの製薬研究との連携を通じて活動している。2022年の上院調査で明らかになったマッキンゼーと政府の浸透は、フランスのパンデミック対応およびより広範な行政政策におけるコンサルティング企業の相当な関与を浮き彫りにした。これらのメカニズムに関する体系的な分析は、グローバルエリート および 金融アーキテクチャ に掲載されている。 フランスが生態系レベルの分析に提供するものは、実質的な基盤を持つ国が、エリート採用、超国家的テクノクラート体制、資産管理の各領域においていかに統合され得るかを示すことである。その一方で、基盤は依然として国民規模で機能し続けており、この両者の間の乖離が、「ジレ・ジョーヌ」蜂起およびその後継となる動員を構造的な症状として生み出している。





回復への道

ハーモニズムがフランスに提示するのは、同国固有の基盤を、散在する文化遺産の残滓としてではなく、生きた宇宙論として読み解くことができる明確な教義的枠組みである。この枠組みは外来のものではない。それはフランスが自国固有に抱えるものの明示に他ならない。

フランスの現在の立場から可能な統合は、特定の形をとる。 共和主義的普遍主義とその宇宙論的基盤との再結合：liberté, égalité, fraternité（自由、平等、友愛）の三原則は、世俗的な手続き的中立主義として実質的に回復することはできない。なぜなら、それはカトリック・キリスト教の基盤がコード化する宇宙論的認識に依存しているからである――imago Dei（神の像）と宇宙秩序に根ざした人間の普遍的尊厳、Logos（神の国）への共有された参加に根ざした実質的平等、そしてfraternité は、共有された親子関係に根ざしている。カトリック・神秘主義的基盤を、迷信的な残滓や文化的装飾としてではなく、「固有の調和的現実主義」として明示的に名指すことで、その基盤は共和主義的三項が求める生きた土台として機能し得る。「ラシテ」を1905年の「友愛的妥協」の意味へと実質的に回復すること：信仰の問題における実質的な非強制、すなわち国家が市民社会に対して形而上学的を市民社会に押し付けることを拒否する——これこそが、その基盤が誠実に支持し得る歴史的な「ラシテ」であり、現代の硬化された形態は文明の連続性とは構造的に相容れない。トクヴィルの「ジャコバン的」中央集権化の診断と、ジャック・マリタン （『人間と国家』、『総合的人間主義』）やエマニュエル・ムニエ（『パーソナリズム』）に立脚した「デセントラリゼーション」と補完性の実質的な活性化——すなわち、財政・規制権限のrégionおよびcommuneへの実質的な移譲、過去30年にわたりその世襲的な独占が実証されてきたgrandes écolesからgrands corpsへのパイプラインの実質的な制限、49.3による上書きメカニズムの実質的な解体。「テロワール」、「アルティザナ」、そして「ペイザージュ」の実質的な再活性化を、農業ペイザン運動を通じて人口規模で実現し、コンパニオン・デュ・ドゥヴォワールのモデルを拡大し、AMAPやスローフードのネットワークを文明的優先事項として支援する。植民地・脱植民地化の清算の実質的な完結**——アルジェリア、奴隷制、 フランサフリク——を、象徴的な承認ではなく構造的な承認を通じて行い、国内におけるポストコロニアル人口の統合の失敗が、海外での未処理の清算の国内における鏡像であることを認識すること。

基盤レベルの統合を超えて、四つの主権回復が、後期近代的な変形が何を必要としているかを示している。金融主権——レントシーカー・金融モデルへの代替として、土着のカトリック社会運動および経済社会連帯の伝統を実質的に活性化すること； 銀行集中に対する独占禁止法に基づく措置；フランス公共政策に対する資産運用業界の影響力に対する実質的な改革；ユーロ圏の枠組みが名目上許容する政治的空間を実質的に活用することによる、同枠組み内での財政主権の回復；金融化の圧力に対するcoopérative（協同組合）およびmutualité（相互扶助）セクターへの構造的支援。防衛主権：ド・ゴール主義的な戦略的自律性の基盤を実質的に再活性化することによる。具体的には、大西洋同盟への忠誠ではなく、フランス自身の実質的な国益の立場からNATOとの関係を再交渉すること；force de frappe（核先制打撃力）のドクトリンを、真の抑止力としての自律性へと再方向付けること；防衛調達総局（DGA）および広範な調達機構の構造改革を行い、防衛調達と主要産業プレイヤー間の**パントゥフラージュを断ち切るための構造改革；軍事領域における植民地主義・脱植民地主義の清算を実質的に完結させること；防衛産業の持続可能性を主権的戦略目的と実質的に整合させるための武器輸出ロジックの構造改革。 技術的主権：明確なフランスの戦略的優先事項の枠組み内における「ミストラルAI」クラスの主権的技術能力の実質的拡大；英米枠組みによる支配を断ち切り、自国の批判的・哲学的伝統を再活性化するための学術・研究体制の実質的改革；フランスの科学・工学分野の人材が留まるか帰国できるよう環境を整えることによる、脳流出の実質的な削減；議会による監視と実質的な市民的説明責任に向けた監視体制の構造改革。コミュニケーション主権：報道機関の所有権集中に対する独占禁止法に基づく措置；編集の独立性を回復するための公共放送の資金調達とガバナンスの実質的な改革；librairie indépendante*（独立書店）ネットワークおよびより広範な独立メディアの台頭を、残余的な市場カテゴリーではなく文明的インフラとして実質的に支援すること； 技術的・政治的に実現可能な領域における主権的なデジタル・プラットフォームの代替案の構築；そして、1968年以降の脱構築によって内部から蝕まれた「知性（intellectuel）」の伝統が持つ診断能力の実質的な回復。

これらすべてにわたり、「魂の記録」の醸成の完成。 フランスが保持するカトリック神秘主義の基盤は、瞑想的・修道的な制度や哲学的系譜のレベルでは生き続けている。構造的に欠けているのは、一般市民がアクセス可能な形で国民規模で伝承される仕組みと、インド、中国、 シャーマニズムの伝統が提供する、異なる地図間の統合である。インド（クリヤ・ヨガのprāṇāyāma、チャクラごとの活性化、ウパニシャッドの心に関する教義）、中国（道教のJing - Qi - Shenの修養、dantians、 気功としての具現化されたエネルギー学）、そしてシャーマニズム（メディスン・ホイール、四方、光る身体）は、フランスのカトリックの基盤が深層で参照する（エコール・フランセーズのétats du Verbe、 ヘシカスト・シトー会からの借用、形而上学的思考の完成としての神秘主義を論じたベルクソンの展開において）深く参照しているが、一般の人々が理解できるレベルでは伝達していない。この統合はシンクレティズムではない。地図が収束するのは、その領域が一つだからである。フランスの読者にとって、これは異質な内容の付加ではなく、パスカル『パンセ』、ヴェイユ『アタンテ』、ベルクソン『『二つの源泉』』、そしてカルメル会・シトー会・カルトゥジオ会の制度的基盤が、九世紀にわたり明示し、指し示してきたものの「実現・実践」なのである。『導師と案内人』は、その構造的な終着点を明示している。すなわち、修養の形式は単なる手段であり、その最高の目的は、形式に永続的に固執する者ではなく、直接的な土壌の上に立つ「実現した実践者」を生み出すことにある。

これらはいずれも、フランスにその近代性や共和制の枠組みを放棄することを求めているわけではない。それらはすべて、フランスに対し、ルミエールによる宇宙秩序からの断絶が「成就」ではなく「傷」であったという前提を拒絶することを求めている――すなわち、基層からの形而上学的自律を宣言した18世紀のその一挙が、 その基層なしでは結局生きられないという文明を生み出したという前提を拒否することを求めている。パスカルは革命が到来する前からそれを予見していた。「le silence éternel de ces espaces infinis m’effraie（これらの無限の空間の永遠の沈黙は、私を恐怖に陥れる）」。この一節は、ルミエールの断絶が近代を閉じ込めた状態を名指ししている。その回復とは、空間が無限ではないゆえに沈黙は永遠ではないこと、そして文明が対抗して機能してきた基層こそが、実はずっとその足元にあった土台であったことを認識することである。





結び

フランスとハーモニズムが交わるのは、両者が異なる表現様式を通じて同じ構造を語っているからである。フランスは、ハーモニズムが「Logos（ジェスチャーとして現れるもの）」と呼ぶものをdouceur（優美さ）と呼び、ハーモニズムが「具体的な個別性において形態が知覚されるための識別」と呼ぶものをfinesse（繊細さ）と呼ぶ。 terroirを、ハーモニズムが「その場所が産み出すものへの、場所の生きた参与」と呼ぶものとして；art de vivreを、ハーモニズムが「Dharma（日常の質感のスケールで生きた調和）」と呼ぶものとして；engagementを、ハーモニズムが「自身が生きる時代に対して責任を持ち続ける教養ある人の倫理的姿勢」と呼ぶものとして；grâceを、ハーモニズムが「魂に贈り物として届く『Logos（調和の光）』」として明示するものとして。 これらの語彙間の翻訳が可能であるのは、その領域が一つだからである。

あらゆる文明は、暗黙のメタフィジックスである。問題は、その暗黙のメタフィジックスが、ハーモニズムが明示的に提示するものと収束するのか、どこで収束し、どこで乖離するのか、そしてその文明固有の基盤の内部から見て、回復への道筋はどのようなものなのか、ということである。フランスは、現代世界が内包する最も深遠な実質的基盤の一つを保持している ――制度的事実として機能するカトリック・修道院・神秘主義の系譜、生きた宇宙論的実践としての「テロワール」食文化、パスカルからマリオンに至る哲学的・神秘主義的伝統としての連続的な言説、保護された文化的・美的インフラとしての「ペイザージュ」と「パトリモーン」、実質的に生息される形態としての共和主義的・市民的建築。この基盤はまた、文化的的威信という表層によって覆い隠され、本稿が明確に捉えようとしてきた診断的レジスターによって浮き彫りにされている。基盤が依然として存在しているからこそ、その回復は構造的に可能である。この作品を語ることのできる語彙は、今や手に入っている。「ドゥースール（Douceur）」は、その適切なレジスターにおいて、身振りの中に現れる「ドゥ・ヴィーヴル・アン・フランス（Logos）」の生きた署名である。フランスの回復とは、その署名が文化的威信の残滓として生き延びるのではなく、再び日常生活を組織化しうる条件の回復なのである。



関連リンク：調和の建築, 調和実在論, 調和の輪, 宗教と調和主義, 調和主義と諸伝統, 魂の五つの地図, 導師と案内人, 調和教育法, 教育の未来, 精神的な危機, 西部の空洞化, 唯物論と調和論, 自由主義と調和主義, ポスト構造主義と調和主義, 「人間」の再定義, 応用ハーモニズム
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